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外国にルーツをもつ⼦どもに対す
る学習⽀援と意識改⾰の必要性 
﨑 ミチ アン 
 
同志社⼥⼦⼤学 

 

本研究は、近年、全国的に増加傾向にある外
国にルーツをもつ⼦どもが直⾯している教育の現状
と課題を明らかにし、考察するものである。1)	 本研
究では、京都市内の公⽴⼩学校に通う外国にルーツ
をもつ⼦どもとその家族、京都市内の教育関係者、
学習⽀援を⾏う組織・団体（⺠間含む）等に聞き取
り調査を⾏い、彼らの学習環境の現状、傾向と課題
を考察した。	
	

「⽇本の古都」として世界的に知られる京都
は、⼈気の観光地であるばかりでなく、最先端の学
術研究、芸術活動、起業家活動の中⼼地の⼀つとし
ても注⽬を集めている。その安全かつ静かな環境は
外国⼈駐在員、研究者、⽂化⼈やその家族にとっ
て、⽇本での⻑期滞在に適した場所として好まれて
いる（京都リサーチパーク、2016）。法務省による
と京都府の総人口に占める在留外国人の割合は

2.12%（全国平均1.88%）と国内で９番目に高く、
京都市内だけでも500人以上の外国人児童が公立小

学校に在籍している（京都府、2019）。これに加え
て、帰国児童や重国籍の児童など日本語指導が必要

な日本国籍児童を考慮すると、外国にルーツをもつ

子どもは市内の公立小学校に相当数在籍していると

考えられる。彼らの学習環境を調査・把握し、必要

な支援体制を整える必要があることは明らかであ

る。	

	
外国にルーツをもつ⼦どもについての研究

は、関⻄圏では25年ほど前から⾏われているが、お
もに⼤阪、神⼾、滋賀が対象とされてきた
（Ishikida、2005、Shimizu & Bradley、2014）。	

前述の地域と⽐較すると、京都は調査対象と

なる児童数が少なく、また散在していることから⼗
分な研究が⾏われてこなかった。その結果、これら
の⼦どもたちが利⽤できる公的な学習⽀援や⽂化的
⽀援は不⼗分で、彼らの拠り所は草の根レベルの⽀
援活動となっている。しかし、ボランティアの⽀援
員が運営を⽀えるこれらの活動の多くは資⾦や資源
（指導者、教材、スペース等）の不⾜に悩んでいる
のが現状である。	

	
 	 本研究のねらいは、京都市⽴⼩学校に通う外
国にルーツをもつ⼦どもが感じている学習の課題と
学習⽀援活動へのアクセシビリティの実態を明らか
にすることである。彼らのニーズを明確にすること
で、京都市⽴⼩学校や学習⽀援活動の教育者が⾃分
たちに求められていることを再認識し、外国にルー
ツをもつ⼦どもに対する配慮や対応を改善するきっ
かけにしてもらいたい。また、⼦どもたちにとって
学習⽀援活動がより利⽤しやすいものとなるよう、
⽀援員育成と資源の調達・確保に注⼒した持続可能
な運営体制が整うことを期待する。	
	

調査対象は外国にルーツをもつ⼦どもとその
家族、教育組織、国際交流・多⽂化共⽣を推進する
団体、⽇本語⽀援活動組織・団体とし、調査対象者
が直⾯している課題と共通する傾向を質的研究⼿法
で分析した。本研究で重要視したのは統計上の数字
ではなく、各々の⽂化的・社会的背景がどのように
個⼈やグループに影響を及ぼしたかという事象を調
査し、データを収集することである。	
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聞き取り調査は43⼈の協⼒者を対象に、40〜
60分の半構成化⾯接法による個別インタビューを実
施した。調査協⼒者の内訳は、外国にルーツをもつ
⼦どもの親19⼈、⽇本語学習⽀援ボランティア（公
的施設、草の根活動団体）14⼈、教育組織８⼈、国
際交流・多⽂化共⽣を推進している協会の代表２⼈
である。⾃由回答形式の質問では、市⽴⼩学校にお
ける学習⽀援教室やリソースへのアクセシビリティ
について、また⽇本語学習の必要性、現在の学習⽀
援活動やリソースの有効性などについての回答を得
た。	
	

1. 考察	
インタビュー分析により明らかになった現状・課

題は次のとおりである。	

① 京都市⽴⼩学校における⽇本語⽀援は不⼗分で
ある。	

② 教育者（クラス担任、学年主任、教務主任、教
頭、校⻑等）の、外国にルーツをもつ⼦どもに
対する意識・配慮が⽋如しており、彼らへの学
習⽀援や⼼的サポートが⼗分でない。	

③ 外国にルーツをもつ⼦どもを教育するための専
⾨的スキルと経験が不⼗分である。	

④ 京都市において、学習⽀援活動や外国⼈移住者
を⽀援する組織・団体が不⾜している。	
また、京都市立小学校のうち市中心部の数校で

は十分な教育体制が整う一方で、その他多くでは

質量ともに不足しているという地域による偏りも

インタビューから裏付けられた。	

	

注）	

１）文部科学省（2016、2018）によると、全国の
公立小学校に在籍する外国人児童数は59,094人で
ある。また、小学校に在籍する日本語指導が必要

な外国籍児童数は22,156人、日本語指導が必要な
日本国籍児童数は7,250人で、いずれも前回調査と
比べて全国的に増加している。	
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